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国
土
交
通
省
は
６
月

１
９
日
、
「
マ
ン
シ
ョ
ン

の
新
た
な
管
理
ル
ー
ル

に
関
す
る
検
討
会
」
の
第

６
回
会
合
を
開
き
、
改
正

マ
ン
シ
ョ
ン
標
準
管
理

規
約
骨
子
案
を
示
し
た
。

新
た
な
管
理
の
選
択
と

し
て
、
理
事
会
方
式
を
前

提
に
非
区
分
所
有
者
で

も
役
員
に
な
れ
る
専
門

家
活
用
方
式
は
３
パ
タ

ー
ン
、
理
事
会
を
設
置
し

な
い
専
門
家
に
よ
る
管

専
門
家
活
用
、
５
タ
イ
プ
提
示 

理
事
会
設
置
型
も 

管理ルール検討会 

理
者
方
式
は
２
パ
タ
ー

ン
を
提
示
。
会
合
で
は
監

視
機
能
等
と
し
て
理
事

会
設
置
を
求
め
る
意
見

が
強
く
、
管
理
者
単
独
方

式
の
位
置
づ
け
は
流
動

的
。
災
害
時
に
よ
る
緊
急

対
応
、
反
社
会
的
勢
力
排

除
の
規
定
は
お
お
む
ね

固
ま
っ
た
。
次
回
の
会
合

で
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
適

正
化
指
針
の
見
直
し
を

含
め
検
討
を
続
け
、
最
終

案
を
示
す
の
は
８
月
以

降
の
予
定
。 ◇ 

国
交
省
が
選
択
肢
と

し
て
示
し
た
「
簡
単
な
模

式
図
」
は
計
６
種
類
（
下

図
参
照
）
。
区
分
所
有
者

が
運
営
主
体
と
な
る
現

行
の
理
事
会
方
式
（
＝

０
）
に
対
し
、
新
方
式
は

非
区
分
所
有
者
の
専
門

家
が
理
事
や
監
事
に
就

任
（
＝
１
）
、
管
理
者
に

就
任
（
＝
２
・
３
）
、
理

事
会
非
設
置
で
管
理
者

に
就
任
（
＝
４
・ 

）
す

る
タ
イ
プ
。
い
ず
れ
も
専

門
家
に
は
一
定
の
要
件

設
定
を
想
定
し
て
い
る
。 

委
員
か
ら
は
「
理
事
会

の
な
い
マ
ン
シ
ョ
ン
は

想
像
で
き
な
い
」
「
管
理

者
単
独
方
式
で
も
監
視

機
能
と
し
て
の
理
事
会

が
あ
っ
て
も
い
い
の
で

は
」
「
管
理
者
の
み
の
場

合
、
総
会
議
案
作
成
の

際
、
住
民
ニ
ー
ズ
を
反
映

で
き
る
の
か
」
な
ど
管
理

者
単
独
方
式
に
消
極
的

な
意
見
が
相
次
ぎ
、
国
交

省
は
再
検
討
す
る
考
え
。

理
事
長
と
管
理
者
の
役

割
の
整
理
も
求
め
ら
れ

た
。 災

害
時
の
緊
急
対
応

で
は
、
理
事
会
の
決
議
事

項
に
明
文
化
し
、
そ
の
際

の
専
有
部
分
立
ち
入
り

権
限
者
に
つ
い
て
は
次

回
持
ち
越
し
。 

暴
力
団
等
の
反
社
会

的
勢
力
排
除
条
項
案
で

は
貸
与
・
譲
渡
の
禁
止
、

理
事
長
に
よ
る
契
約
解

除
・
区
分
所
有
権
返
還
の

代
位
請
求
権
な
ど
が
示

さ
れ
、
異
論
は
な
か
っ

た
。
（
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理

新
聞 

第8
7
7

号
よ
り
） 

理事 　　

*標準規約で規定 通常の管理を担当

総会決議事項の執行者

区分所有者

理事会が決定した
ことの執行者

区分所有者

現行、管理者が自主的に規制
＊１管理者としての業務の範囲を整備
＊２（外部監査含め）監視機能を整備

管理業者 管理者

管理組合

管理者

管理組合

管理費回収
反社会的勢力
被災対応

管理業者

理事長
（＝管理者）

理事
監視

区分所有者

理事会

＊現在の実例では、複数
の監事等が年１回監査

管理業者管理業者

管理業者

３．【外部理事長活用型理事会方式】
（外部理事長派遣等）

４．【理事会省略・管理者単独方式】
（個人の専門家が就任）

４’．【理事会省略・管理者単独方式】
（法人が就任）

管理組合

理事会

管理者

理事

区分所有者

２．【管理者・理事長分離方式】
（管理者が訴訟等に専従）

管理組合

訴訟等

区分所有者

理事長

区分所有者

理事会専門家

１．【外部役員活用型理事会方式】

管理組合

理事会

理事長（＝管理者）

助言

0．【現行】標準管理規約

標準規約
で規定

理事長（＝管理者*）

管理組合

理事/監事
（外部専門家）

６月 19 日の第６回管理ルール検討会 

４’ 
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編集後記 

マンションの良好な居住環境を確保し、資産価値の維持・向上を図るためには計画的な修繕が必要になります。 

その為には資金計画をしっかり立てておくために、「長期修繕計画の策定」が重要です。しかもこの計画は途中で

の見直しもしないと妥当なものではなくなって来ますのでタイムリーな見直しが求められます。特に工事単価の

動向、消費税増税の影響は考えておく必要がありますので、委託管理会社以外に専門的知識を持った専門家に 

相談して見ることをお勧めいたします。（吉田） 

お勧めします。(吉田) 

意
図
的
低
額
な
ら
監
督
処
分
も 

国
交
省
局
長
が
示
唆 

論
と
し
て
、
大
幅
に
不
足

す
る
こ
と
が
明
白
で
あ

っ
た
り
、
か
つ
知
っ
て
い

て
説
明
を
行
わ
な
か
っ

た
場
合
、
宅
建
業
法
４
７

条
（
禁
止
事
項
）
に
抵
触

す
る
可
能
性
が
あ
り
、
監

督
処
分
の
対
象
と
な
り

得
る
」
と
答
え
た
。
過
去

の
低
額
提
示
に
関
す
る

処
分
は
な
い
と
し
て
い

る
。 

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
適
正

化
法
で
交
付
を
義
務
付
け

て
い
る
設
計
図
書
で
は
、

「
標
準
仕
様
書
」
を
東
京

地
裁
が
交
付
対
象
に
認

め
、
東
京
高
裁
で
和
解
し

た
事
案
を
柿
澤
議
員
が
指

摘
し
、
内
田
局
長
は
「
早

急
に
対
応
策
を
講
じ
た

い
」
と
答
え
た
。（
マ
ン
シ

ョ
ン
管
理
新
聞 
第

8
7
7

号
よ
り
） 

国
土
交
通
省
国
土
交
通

政
策
研
究
所
は
災
害
時
に

お
け
る
分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン

と
地
域
の
共
助
の
あ
り
方

に
つ
い
て
調
査
・
検
討
を

始
め
る
。
管
理
会
社
等
の

役
割
も
視
野
に
入
れ
、
２

年
が
か
り
で
地
域
防
災
力

強
化
を
目
的
に
仕
組
み
を

検
討
す
る
方
針
。
防
災
共

助
版
の
ル
ー
ル
作
り
も
構

想
し
て
い
る
。 

 
２
０
１
２
年
度
は
分
譲

マ
ン
シ
ョ
ン
や
地
域
等
を

対
象
と
し
た
防
災
対
策
の

事
例
収
集
に
取
り
組
み
、

管
理
組
合
、
自
治
会
、
自

治
体
等
に
実
態
・
意
識
調

査
等
を
行
う
予
定
。
課
題

を
整
理
し
、
１
３
年
度
に

地
域
の
防
災
力
強
化
を
推

進
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

や
枠
組
み
を
検
討
す
る
。
管

理
会
社
や
分
譲
会
社
の
協

力
の
あ
り
方
も
研
究
す
る
。

研
究
所
で
は
都
市
に
お
け

る
避
難
所
の
収
容
能
力
の

不
足
、
地
域
の
防
災
活
動
の

担
い
手
不
足
等
を
災
害
リ

ス
ク
と
認
識
。
マ
ン
シ
ョ
ン

の
丈
夫
な
躯
体
、
共
用
施

設
、
公
開
空
地
、
豊
富
な
人

材
に
着
目
し
て
い
る
。
分
譲

マ
ン
シ
ョ
ン
が
地
域
と
共

助
し
て
い
く
場
合
の
主
体

で
は
「
建
物
管
理
に
関
係
す

る
た
め
管
理
組
合
が
中
心

に
な
る
と
は
思
う
が
、
管
理

組
合
・
自
治
会
・
防
災
会
の

役
割
分
担
の
事
例
を
整
理

し
た
い
」
（
宮
川
仁
主
任
研

究
官
）
と
話
す
。
（
マ
ン
シ

ョ
ン
管
理
新
聞 

第8
7

5

号

よ
り
） 

修

繕 

積
立
金 

災害時 分譲マンションと地域の在り方を検討 
国土交通省政策研究所 

分
譲
時
の
マ
ン
シ
ョ

ン
販
売
業
者
に
よ
る
修

繕
積
立
金
の
「
意
図
的

な
低
額
提
示
」
に
関
す

る
質
疑
が
６
月
２
０

日
、
衆
議
院
国
土
交
通

委
員
会
で
あ
り
内
田
要

国
交
相
土
地
・
建
設
業

産
業
局
長
は
、
宅
建
業

法
に
よ
る
監
督
処
分
の

可
能
性
を
示
唆
し
た
。 

内
田
局
長
は
「
一
般

町会・自治体 
自治体 

衆院国土交通委 

災害時 「子扉」から脱出 

対
震
ド
ア「
２
Ｄ
ｏ
ｏ
ｒ

デ
レ
マ
ー
ス
」が
注
目
を
集

め
て
い
る
。通
常
の
扉
の
中

に
も
う
一
つ
避
難
用
の「
子

扉
」が
設
け
ら
れ
て
い
る
の

が
特
徴
で
、地
震
時
万
一
扉

が
開
か
な
く
な
っ
て
も
子

扉
か
ら
脱
出
で
き
る
。地
震

時
玄
関
ド
ア
が
開
か
な
く

な
る
大
き
な
原
因
に
な

る
、
ド
ア
枠
の
ゆ
が
み
に

対
す
る
「
対
震
」
レ
ベ
ル

も
Ｊ
Ｉ
Ｓ
規
定
の
２
倍
、

一
般
財
団
法
人
ベ
タ
ー
リ

ビ
ン
グ
の
最
高
レ
ベ
ル
を

ク
リ
ア
し
て
い
る
た
め
、

相
当
規
模
の
大
地
震
に
も

対
応
で
き
る
そ
う
だ
。 

昨
年
３
月
の
東
日
本
大

震
災
で
は
、
阪
神
・
淡
路

大
震
災
と
比
べ
る
と
玄
関

ド
ア
が
開
か
な
か
っ
た
ケ

ー
ス
は
少
な
か
っ
た
が
、

施
錠
が
出
来
な
く
な
っ
て

し
ま
い
、
一
時
避
難
で
家

を
離
れ
る
際
は
チ
ェ
ー
ン

を
使
っ
て
施
錠
す
る
例
が

見
ら
れ
、
防
犯
面
で
不
安

が
あ
っ
た
。「
２
Ｄ
ｏ
ｏ
ｒ

デ
レ
マ
ー
ス
」
の
子
扉
に

は
、「
親
扉
」
と
は
別
に
鍵

が
つ
い
て
お
り
、
施
錠
し

て
も
避
難
で
き
る
な
ど
防

犯
面
で
も
メ
リ
ッ
ト
が
あ

る
。
平
時
は
通
常
の
ド
ア

と
同
じ
よ
う
に
使
え
る
。

（
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
新
聞 

第8
8
1

号
よ
り
） 

東日本大震災で注目 「 2 D O O R 
デレマース」 

東海ドア（株）ＨＰより http://tokaidoor.co.jp/ 

共助による地域防災力の強化イメージ 

地域防災力UP 被害軽減   

マンション 

戸建て住宅 

事業所 
地域の避難所 


